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◆女性の非労働力人口は、2013年以降、減少基調が続いていたが、コロナ禍においては、2020年４月の緊急事態宣言後に一時的な高

まりがみられた。その後はコロナ前の減少基調に戻っている。

◆男性の非労働力人口は、2015年頃まで増加基調となり、その後、コロナ前までは減少基調となった。コロナ禍では、2020年４月の

緊急事態宣言後に一時的な高まりがみられた後、おおむね横ばいで推移している。

非労働力人口の動向（性別）

2
（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）長期時系列データ」により作成
注）数値は季節調整値
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年齢階級・産業別にみた女性の就業者の状況
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◆ 2022年の女性の就業者数は、2017年と比較して、特に「50~59歳」「60歳以上」で増加している。

◆ 2022年の女性の就業者について、年齢階級・産業別にみると、2017年と比較して 「50~59歳」「60歳以上」 では、
特に「医療, 福祉」で増加している。
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（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」により作成

(万人）

【女性就業者数の増減の年齢階級・産業別寄与度

（ 2 0 1 7年・ 2 0 2 2年の差分）】
【年齢階級・産業別にみた女性就業者数（ 2 0 1 7年 , 2 0 2 2年）】
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◆ 女性の正規雇用労働者は、コロナ禍に入ってからも、コロナ以前からの増加傾向が続いており、年齢階級別にみると、2020年
以降では、特に「25～34歳」「45～54歳」「55～64歳」でプラス寄与が大きい。

年齢階級別にみた女性・正規雇用労働者の推移

（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」により作成
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女性・正規雇用労働者の総数（実数）（右軸）

女性・正規雇用労働者の前年差

【女性・正規雇用労働者の前年同月差の年齢階級別寄与度】 【実数のコロナ前との比較】

(注) 1）2014年から2016年までの数値は、2015年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値を基に作成。
2）2018年から2021年までの数値は、2020年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値を基に作成。
3）正規雇用労働者：勤め先での呼称が「正規の職員・従業員」である者。
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◆ 女性の非正規雇用労働者は、コロナ禍に入ってから減少傾向となっており、年齢階級別にみると、2020年以降では、特に「25

～34歳」「35～44歳」でマイナス寄与が大きい。

年齢階級別にみた女性・非正規雇用労働者の推移

（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」により作成
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女性・正規非雇用労働者の総数（実数）（右軸）

女性・非正規雇用労働者の前年差

【女性・非正規雇用労働者の前年同月差の年齢階級別寄与度】 【実数のコロナ前との比較】

(注) 1）2014年から2016年までの数値は、2015年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値を基に作成。
2）2018年から2021年までの数値は、2020年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値を基に作成。
3）非正規雇用労働者：勤め先での呼称が「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」である者。
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◆ 女性の正規雇用労働者は、コロナ禍に入ってからも、コロナ以前からの増加傾向が続いており、産業別にみると、2020年以降
では、特に「医療，福祉」のプラス寄与が大きい。

産業別にみた女性・正規雇用労働者の推移

（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」により作成
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女性・正規雇用労働者の総数（実数）（右軸）

女性・正規雇用労働者の前年差

【女性・正規雇用労働者の前年同月差の産業別寄与度】 【実数のコロナ前との比較】

(注) 1）「その他」は、「農，林，漁業」「鉱業，採石業，砂利採取業」「電気・ガス・熱供給・水道業」「金融業，保険業」「不動産業，物品賃貸業」「学術研究，専門・技術サービス業」
「複合サービス事業」「教育，学習支援業」「公務」「分類不能の産業」の合計。

2）2014年から2016年までの数値は、2015年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値を基に作成。
3）2018年から2021年までの数値は、2020年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値を基に作成。
4）正規雇用労働者：勤め先での呼称が「正規の職員・従業員」である者。
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◆ 女性の非正規雇用労働者は、コロナ禍に入ってから減少傾向となっており、産業別にみると、2020年以降では、特に「宿泊業，
飲食サービス業」などのマイナス寄与が大きい一方、「医療，福祉」はプラス寄与となっている。

産業別にみた女性・非正規雇用労働者の推移

（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」により作成
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女性・非正規雇用労働者の総数（実数）（右軸）

女性・非正規雇用労働者の前年差

【女性・非正規雇用労働者の前年同月差の産業別寄与度】 【実数のコロナ前との比較】

(注) 1）「その他」は、「農，林，漁業」「鉱業，採石業，砂利採取業」「電気・ガス・熱供給・水道業」「金融業，保険業」「不動産業，物品賃貸業」「学術研究，専門・技術サービス業」
「複合サービス事業」「教育，学習支援業」「公務」「分類不能の産業」の合計。

2）2014年から2016年までの数値は、2015年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値を基に作成。
3）2018年から2021年までの数値は、2020年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値を基に作成。
4）非正規雇用労働者：勤め先での呼称が「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」である者。
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◆ 女性の正規雇用労働者は、コロナ禍に入ってからも、コロナ以前からの増加傾向が続いており、企業規模別にみると、近年で
は「1000人以上」のプラス寄与が継続している。

企業規模別にみた女性・正規雇用労働者の推移

（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」により作成
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女性・正規雇用労働者の総数（実数）（右軸）

女性・正規雇用労働者の前年差

【女性・正規雇用労働者の前年同月差の企業規模別寄与度】 【実数のコロナ前との比較】

(注) 1）2014年から2016年までの数値は、2015年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値を基に作成。
2）2018年から2021年までの数値は、2020年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値を基に作成。
3）正規雇用労働者：勤め先での呼称が「正規の職員・従業員」である者。
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◆ 女性の非正規雇用労働者は、コロナ禍に入ってから減少傾向となっており、企業規模別にみると、2020年は「1~29人」、
2021年は「100~499人」のマイナス寄与が大きい。

企業規模別にみた女性・非正規雇用労働者の推移

（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」により作成
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女性・非正規雇用労働者の総数（実数）（右軸）

女性・非正規雇用労働者の前年差

【女性・非正規雇用労働者の前年同月差の企業規模別寄与度】 【実数のコロナ前との比較】

(注) 1）2014年から2016年までの数値は、2015年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値を基に作成。
2）2018年から2021年までの数値は、2020年国勢調査の確定人口に基づく推計人口への切替による遡及集計した数値を基に作成。
3）非正規雇用労働者：勤め先での呼称が「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」である者。
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◆ 月間総実労働時間は、一般労働者・パートタイム労働者ともに、2022年は前年と比べてわずかに増加した。

月間総実労働時間の推移（一般労働者・パートタイム労働者）
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（資料出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」により作成
（注） １）事業所規模５人以上、調査産業計の値を示している。また、2013年以降において東京都の「500人以上規模の事業所」についても再集計した値を示している。

２）指数（総実労働時間指数、所定内労働時間指数、所定外労働時間指数）にそれぞれの基準数値（2020年）を乗じ、100で除し、時系列接続が可能となるよう
に修正した実数値である。

【月間総実労働時間の推移（一般労働者）】 【月間総実労働時間の推移（パートタイム労働者）】
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◆ 男女別にみた週間就業時間が60時間以上の雇用者の割合は、男女ともに低下傾向にあったが、近年では、ほぼ横ばいとなって
いる。

◆ 年齢階級別にみた週間就業時間が60時間以上の雇用者の割合は、全ての年齢階級で減少傾向であったが、近年では多くの年齢
階級において、ほぼ横ばいとなっている。

週間就業時間60時間以上の雇用者の状況①（男女別、年齢階級別）

（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」により作成
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（注）１）非農林業雇用者（休業者を除く）総数に占める週間就業時間が60時間以上の者の割合を表したもの。
２）2018年～2021年までの割合は、ベンチマーク人口を2020年国勢調査基準に切り替えたことに伴い、新基準のベンチマーク人口に基づいた割合。

【週間就業時間が60時間以上の者の割合（男女別）】 【週間就業時間が60時間以上の者の割合（年齢階級別）】
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◆ 企業規模別にみた週間就業時間が60時間以上の雇用者の割合について、長期的には減少傾向にあり、近年では、全ての企業規
模において、ほぼ横ばいとなっている。

◆ 産業別にみた週間就業時間が60時間以上の雇用者の割合について、「運輸業, 郵便業」は特に高い水準にある。

週間就業時間60時間以上の雇用者の状況②（企業規模別、産業別）

（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」により作成

12

3

4

5

6

7

8

9

10

2013 14 15 16 17 18 19 20 21 22

30～99人

1～29人

企業規模計

500人以上

100～499人

運輸業, 郵便業

学術研究, 専門・技術サービス業

建設業 教育, 学習支援業

宿泊業, 飲食サービス業

製造業

医療, 福祉

生活関連サービス業

情報通信業

（注）１）企業規模別のグラフは、非農林業雇用者（休業者を除く）総数に占める週間就業時間が60時間以上の者の割合を表したもの。
また、官公や従業者規模不詳は、計には含まれているが、企業規模ごとの算出には含んでいない。

２）産業別のグラフは、各産業に雇用される者に占める週間就業時間が60時間以上の者の割合を表したもの。
３） 2018年～2021年までの割合は、ベンチマーク人口を2020年国勢調査基準に切り替えたことに伴い、新基準のベンチマーク人口に基づいた割合。

【週間就業時間60時間以上の雇用者の割合（企業規模別）】 【週間就業時間60時間以上の雇用者の割合（産業別）】
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パートタイム労働者計 調整をしている 調整をしていない わからない 不明

総 数 100.0% 15.9% 66.8% 14.9% 2.4％

配偶者がいる 100.0% 19.9% 68.1% 9.4% 2.7%

男 性 100.0% 10.6% 72.7% 14.7% 2.0% 

女 性 100.0％ 21.8％ 67.1％ 8.3％ 2.8％

配偶者がいない 100.0% 7.7％ 65.5％ 26.2％ 0.5％

就業調整をしてい
るパートタイム労
働者計

就業調整の理由（複数回答）

不明

自分の所得税
の非課税限度
額(103万
円）を超える
と税金を払わ
なければなら
ないから

一定額を超え
ると配偶者の
税制上の配偶
者控除が無く
なり、配偶者
特別控除が少
なくなるから

一定額を超え
ると配偶者の
会社の配偶者
手当がもらえ
なくなるから

一定額(130
万円）を超え
ると配偶者の
健康保険、厚
生年金保険の
被扶養者から
はずれ、自分
で加入しなけ
ればならなく
なるから

一定の労働時
間を超えると
雇用保険、健
康保険、厚生
年金保険の保
険料を払わな
ければならな
いから

会社の都合に
より雇用保険、
健康保険、厚
生年金保険の
加入要件に該
当しないよう
にしているた
め

現在、支給さ
れている年金
の減額率を抑
える又は減額
を避けるため

その他

総数 100.0% [15.9%] 46.1% 28.3% 12.1% 44.6% 18.8% 3.4% 1.9% 15.8% 1.1% 

配偶者がいる女性 100.0% [21.8%] 49.6% 36.4% 15.4% 57.3% 21.4% 1.3% 0.7% 6.6% 0.1% 

（資料出所）厚生労働省「令和３年パートタイム・有期雇用労働者総合実態調査」

■ 就業調整の有無別パートタイム労働者の割合

■ 就業調整の理由別パートタイム労働者の割合

（注）[]は、パートタイム労働者計を100とした就業調整をしている労働者の割合である。総数には配偶者の有無不明が含まれる。

（注）総数には配偶者の有無不明が含まれる。

（注）令和３年10月１日現在の状況を調査。調査対象は、５人以上の常用労働者を雇用する事業所に雇用されるパートタイム労働者及び有期雇用労働者。

• 直近の令和３年パートタイム・有期雇用労働者総合実態調査によると、配偶者がいる女性のパートタイム労働者のうち、21.8％が
就業調整をしており、その理由を「一定額(130万円）を超えると配偶者の健康保険、厚生年金保険の被扶養者からはずれ、自分で
加入しなければならなくなるから」と回答した割合は57.3％、「一定の労働時間を超えると雇用保険、健康保険、厚生年金保険の
保険料を払わなければならないから」と回答した割合は21.4％となっている。
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配偶者がいる女性のパートタイム労働者の就業調整の有無・理由
第4回社会保障審議会年金部会
令和５年５月30日 資料３



◆ 常用５人以上の事業所において、2018年度及び2019年度に無期転換した人数は約158万人、そのうち無期転換ルールにより無
期転換した人数は約118万人と推計される。

無期転換ルール

（資料出所）厚生労働省「多様化する労働契約のルールに関する検討会 報告書」（令和４年３月30日公表）、「有期労働契約に関する実態調査（事業所）」（令和２年４月１日調査時点）により作成

（注）調査対象は、常用労働者を５人以上雇用している全国の民営事業所 11,473事業所（有効回収数5,662事業所）。
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